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   ○身寄りのない市民が安心して入所・入院できる環境整備について   本資料(P.4-7)
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・養成講座カリキュラムの見直し                
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令和４年度の協議会の進め について

第１回 ７／２９

第２回 １１／１０

第３回 ２／７

①豊 市成年後 制度利 促進
計画中間 直しについて
・２年間の取組評価
・中間 直しポイント整理

②とよた市 後  の育成・
共働について
・市 後  の活動報告
・市 後  の受任要件
・養成講座の 直しの検討

④豊 市成年後 制度利
用促進計画について

・令和３年度実績報告
（参考資料）

①豊 市成年後 制度利 促進
計画中間 直しについて
・中間 直し（案）の協議

①豊 市成年後 制度利 促進
計画中間 直しについて
・中間 直しの承認

②とよた市 後  の育成・
共働について
・養成講座カリキュラムの 直し
・くらし応援資 の検討

③豊田市地域生活意思決定支
援生活モデル事業の構想案に
ついて

・試 実施の報告

③豊田市地域生活意思決定支
援生活モデル事業の構想案に
ついて

・検討体制の報告

②とよた市 後  の育成・
共働について

・令和５年度事業計画の承認

③豊田市地域生活意思決定支
援生活モデル事業の構想案に
ついて

・試 状況の報告

④豊 市成年後 制度利
用促進計画について

・令和４年度実績 込み報告
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④豊 市成年後 制度利
用促進計画について

・令和４年度中間報告
（参考資料）



２ 令和４年度協議会 第１回会議における意 の整理について
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「豊田市地域生活意思決定支援事業」の検討体制について

豊 市成年後 制度利 促進計画中間 直しについて
〇高齢者・障がい者虐待における専門的判断の仕組みづくり
・障がい者虐待を市役所の関係部署と連携して取り組むことが必要。特に施設従事者や使用者に
よる障がい者虐待については、事業所指定権限をもつ障がい福祉課の関与が必要。

〇くらし応援資金の活用
・豊田市地域生活意思決定支援事業の意思決定フォロワーの研修費用として活用してほしい。
・くらし応援資金の使い道の明確化が必要。

とよた市民後見人の養成・共働について

・市民後見人養成講座の見直しについては家庭裁判所との調整が必須。見直しの必要性や養成講座
の内容について、早い段階から家庭裁判所に説明する必要がある。

・専門職から市民後見人へのリレー案件は専門職にも負担があるため、センターから積極的に協力
する姿勢を示すことで、専門職からリレー案件を依頼しやすくするための環境づくりが必要。

・病院の対応として、成年後見制度は開始するまでに時間がかかることや、意思決定はできるが、
身動きできない人の対応が成年後見制度でできないこととして課題になっている。

・医療の意思決定の分野などでこのモデル事業が進むように協力していきたい。
・病院としてこのモデル事業に期待している。



３ 豊 市成年後 制度利 促進計画中間 直しについて
①後期（令和５ ７年度）の取組について
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【別添資料１】参照



４  寄りのない市 が 所・ 院できる環境整備について
・豊田市地域生活意思決定支援モデル事業の進捗状況
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検討過程について

時期 研修WG（1回あたり120分を想定） アドボケイトWG（1回あたり120分を想定）

5/31（火）
第1回WG（対面）
○ 事業全体のイメージ擦り合わせ
○ 意思決定サポーターの活動イメージの意見交換
○ スケジュールの確認と役割分担

ー

6/18（土）
第2回WG（オンライン） 13:00~14:30
○ 介護保険サービス・障がい福祉サービス事業者における金
銭管理に対する課題認識の共有【報告】
○ 生活基盤サービス事業者の支援イメージの意見交換

第1回WG（オンライン） 15:00~16:30
○ 事業全体のイメージ擦り合わせ
○ 後見監督人の活動内容の共有【報告】
○ 権利擁護管理委員会の監督・支援イメージの意見交換

6/28（火）

第3回WG（対面・オンライン） 13:00~15:00
○ とよた市民後見人活動における意思決定支援への関わり方
や支援状況等の共有【報告】
○ 日常生活自立支援事業・生活支援員派遣事業における支援
員の活動内容の共有【報告】
○ 意思決定サポーターのあり方（何をやるか）の意見交換

ー

7/16（土）
7/23（土）

第4回WG（オンライン） 7/16（土）13:00~15:00
○ 日常生活自立支援事業・生活支援員派遣事業における金銭
管理の実施方法の共有【報告】
○ 生活基盤サービス事業者のあり方（何をやるか）の意見交換

第2回WG（オンライン） 7/23（土）13:00 14:45
○ 海外事例や子どもアドボケイトの活動内容の共有【報告】
○ 権利擁護管理委員会における「本人にとって重要な意思決
定支援を行う際の対応」「本人意思との相違・履行状況の疑
義が生じた際の対応」についての検討

7/26（火）
第5回WG（対面・オンライン） 13:00~15:00
○ 意思決定サポーター及び生活基盤サービス事業者の活動試
案についての意見交換

ー

8/30（火）
9/ 7 （水）

第６回WG（対面・オンライン） 9/7（水）10:00 12:00
○ 意思決定サポーター及び生活基盤サービス事業者の活動
試案についての継続協議
○ 権利擁護管理委員会の活動試案についての意見交換

第３回WG（オンライン） 8/30（火）10:00 12:00
○ 権利擁護管理委員会の活動試案についての意見交換

9/24（土） 臨時（研修・アドボケイト合同）WG（対面・オンライン） 9/24（土）13:00 15:00
○ モデル実施段階における意思決定サポーター・生活基盤サービス事業者・権利擁護管理委員会の活動（案）についての確認

9/26（月） 豊田市地域生活意思決定支援事業のモデル実施事前説明会 9/26（月）13:30 16:00 5



○ 豊田市では、増大・多様化する権利擁護支援ニーズに対し、これまで家族や成年後見制度に求められてきた「金銭管理・意思決定支
援・適切な支援の確認」等の支援を性質ごとに分解し、多様な主体がそれぞれの特性を活かして各支援を分担・連携する仕組みづくり
に着手（豊田市地域生活意思決定支援事業の試行）。

○ 本事業は、将来的な成年後見制度（民法）の改正も視野に、身寄りのない方への支援としてニーズの高い金銭管理などの「生活基盤支
援サービス」と、本人が元々有する能力の発揮と地域住民の社会参加による「意思決定支援」を組み合わせて支援を実施する。

本人

意思決定支援

とよた意思決定フォロワー（意思決定支持者）

○ 地域生活の基盤となる日常的行為に必要な支援を行う。
（契約 ⇔ 応益・応能負担）

○ 同じ市民として、定期的な訪問を通じ、本人を見
守り、本人の望む生活について一緒に考え、後押
しする役割。

○ 意思の実現に向けた支援も実施（書類の提出や、
預金の引き出し・購入の同行など）。

権利擁護支援委員会
① 事務局、② 合議体、③ 権利擁護支援専門員

豊田市 【実施主体】①本人からの利用登録受付、②利用料の設定、③フォロワーの育成・登録（＋保険）、④権利擁護支援委員会の設置・事務局運営
【行政対応】①事業者の指定・実地指導等、②市長申立ての実施など権利侵害からの回復支援

権利擁護支援チームによる支援
（豊田市地域生活意思決定支援事業の利用）

専門員派遣

① 日常的な金銭管理支援
② 利用料等支払い支援
③ 緊急連絡先対応
④ 葬儀
⑤ 残存家財の撤去

※①②で試行開始する

生活基盤サービス事業者

○ フォロワーや事業者の報告・相談の対応
○ 一定時期ごとに金銭管理の履行状況の確認。
○ 本人にとって重要な意思決定支援を行う際の対応。
（金額が一定規模以上の契約や入院・入所手続きの検討など）

○ 本人意思との相違・履行状況の疑義が生じた際の対応。
（金銭等の管理状況の確認など ※必要に応じて、聴き取り、記録書類の確認。）

○市長申立ての進言など、必要に応じた権利擁護支援の実施。
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成年後見制度（法定後見） 日常生活自立支援事業 任意代理契約 豊田市地域生活意思決定支援事業

対象者（本人）
判断能力が不十分な方
（契約の意味・内容を理解で
きなくても利用可能）

物事の判断に不安はあるが、
契約の意味・内容を理解で
きる方

同左 同左

実施者 後見人等
（親族or市民or法人or専門職） 社会福祉協議会 任意の契約相手

市民（フォロワー）
＋介護・福祉事業所等民間事業者
＋専門的知見・実務経験の保有者

実施者の選び方 本人が選べない
（家庭裁判所が選任）

本人が選べる
（基本的には社協一択） 本人が選べる 本人が選べる

実施内容
財産管理

＋身上保護
（法律行為（契約、相続等）
の代理や取消が可能）

福祉サービスの利用援助
＋日常的な金銭管理
＋書類等の預かり

任意での内容で、財産
管理等を委任する

地域生活上の意思決定支援
＋日常的な金銭管理

権利擁護支援
（特に意思決定
支援の観点）

後見人等による
（意思尊重義務・身上配慮義
務あり）

支援員の関わりの中で実施 規定等はない 仕組みとして導入

監督機関 家庭裁判所 県運営適正化委員会 なし 権利擁護支援委員会

利用に必要な
費用

金額不明
（本人の財産、後見人の業務
の内容によって後見人の報
酬を家庭裁判所が決定）

1,200円／回（生保無料）
＋書類等預かり250円／月 任意 豊田市において検討中

（応益・応能の仕組みの導入）

○ 地域共生社会の実現に向け、本人を中心した活動や支援に対し、「権利擁護支援」は重要な基盤かつ手段となるもの。
○ 金銭管理を含む「権利擁護支援」に関する制度・事業は、いくつか存在しているが一長一短。認知症高齢者数の増加や障がい者の社会
参加の機会増加により、今後増大・多様化するニーズに対し、特に、持続可能性の観点から現行の制度・事業は課題が多い。

○ 以上のことから、豊田市では、先進事例であるイギリスの仕組みに関するダービーシャー州（姉妹都市）との意見交換や、市内や県内
の関係者・全国的に意思決定支援に取り組む団体等との共働を通じ、新たな仕組みづくりを進めている。
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５ とよた市 後  の育成・共働について
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とよた市 後  養成講座の 直し（令和５年度 ）について

○ とよた市民後見人養成講座の見直しに係る基本的な考え方としては、以下のとおり。
① 市民に幅広く関心を持ってもらえるように、豊田加茂医師会の御協力も賜りながら、事前説明会を「とよた市民のための
意思決定支援・権利擁護支援を学ぶ会」としての位置付けもしながら、講演メニューの充実を図る。

② 内容については、家庭裁判所を含めて関係者に御理解と御協力を従前より賜っているものであることから、科目や時間数
の大幅な変更は行わないが、市民による権利擁護支援活動として重要となる意思決定支援や身上保護の要素を充実させる。

③ 豊田市地域生活意思決定支援事業の意思決定フォロワー養成を想定することから、後見業務に関する内容は、すべて実務
講座に集約する（基礎講座は、意思決定支援など権利擁護支援の重要性や、対象者の理解を中心にした内容にする）。

基礎講座（1,270分）
（改善点）
○ 「対人支援の方法」の科目追加。
○ 「市民後見人の実務・交流会」を意思決定フォロワーの活動も含めて、「市民
による意思決定支援の活動の実際」に改編。

○ 成年後見制度以外の支援策を知った上で、実務講座の受講やフォロワーとしての
活動を選択できるように、「本人を支える権利擁護支援の仕組み」の科目追加。

○ 基礎講座のみ参加も可。翌年の実務講座の受講を可とする。

実務講座（960分）
（改善点）
○ 後見人としての実践に必要な内容に改編。

事前説明会 兼 とよた市民のための意思決定支援・権利擁護支援を学ぶ会
（改善点）
○ 「地域共生社会に向けた意思決定支援の推進」を大テーマとし、講演メニューを
「在宅医療と意思決定支援（仮）」「地域における権利擁護支援活動（仮）」の
２つを設定し、在宅医療と地域福祉の両面からの関心を得るように改編。

○ 午前と午後の２部制、ZOOM参加の導入。

事前説明会
○ 講演メニューが成年後見制度を知る内容
であったため、制度に元々関心のある市民
の参加しか得られなかった。

＜令和３年度養成講座＞ ＜令和５年度養成講座（案）＞

基礎講座（1,810分）

実務講座（360分）

意思決定フォロワー

9



○ 豊田市では、「とよた市民後見人の育成・共働」を通じ、市民による意思決定支援の推進など権利擁護支援体制の広がりを見せてい
る。その他、在宅療養の推進によるアドバンスケアプランニングの浸透、市民福祉大学による地域福祉教育などの取組も進んでいる。

○ この地域住民等の参加という豊田市が有する特性を活かしつつ、さらに意思決定支援を推進するため、サポーターとして関わってい
ただける方の養成と、サポーターが「豊田市地域生活意思決定支援事業」で活躍できるようにするための支援に取り組んでいく。

○ なお、本事業ではサポーターの養成の視点だけでなく、豊田加茂医師会の協力を仰ぎながらACPの内容も含め、豊田市において意思決
定支援や権利擁護支援の重要性などを広く浸透させるため、理解の裾野を拡げる活動としても取り組んでいく。

（仮称）意思決定サポーター
○ 同じ市民として、本人を見守り、本人の望む生活について一緒に話し合い、一緒に考える役割。
○ 意思の実現に向けた支援も実施（書類の提出や、預金の引き出し・購入の同行など）。

○家族との関わり、仕事としての活動、認知症サポーター・とよた市民福祉大学・とよたシニアアカデミー・
各種啓発事業などを通じて、さらなる地域での活動や、意思決定支援に関心を持つ方

とよた市民のための
意思決定支援基礎勉強会

○受講後、次のステップとして、サポーターではなく、
意思決定支援や権利擁護支援の視点を持ちながら、
参加者が望む様々な活動をしていただくことも応援
・家族として、家族のケアや人生会議に関わること
・施設や病院ボランティアとして活動すること
・御自身の仕事に活かすこと

意思決定支援追加研修

豊田市意思決定サポーター
養成講座

○市民後見人バンク登録待機期間中の活動や両方
の要件を満たすことで、本人の判断能力低下後
に、同じ方が市民後見人として引き続き、支援
に関わることも可能。

○「とよた市民後見人養成講座」
の受講者拡大も想定

とよた市民後見人養成講座

○とよた市民後見人養成講座の修了生で
意思決定サポーターとしての活動も希望する方

※意思決定支援の重要性を広く浸透させる
ことから、ACPの内容を含める方向性と
したいため、豊田加茂医師会とも緊密に
連携する想定。

10



地域の権利擁護 援活動の充実に向けた「くらし応援資 」の活 （案）について

○ 「くらし応援資金」については、これまでの当協議会での意見等を踏まえ、地域の権利擁護支援活動を「まち」全体で応援
するという目的を明らかにするとともに、活用策を「人材の育成」・「活動団体の拡大」・「支援策の充実」という３つの応
援の視点から整理した。
＜法福連携推進協議会委員意見抜粋＞
・ 当初の想定では市民後見人の報酬を補う仕組みだけでなく、権利擁護支援で幅広く活用できるものとする想定であった。【R2 第3回】
・ 将来的に企業等からも多くの寄付を集め、地域における権利擁護支援活動に広く活用できる仕組みを考えているのか、それとも市民後見人
の活動助成に重きを置くのか分かりづらい。【R2 第3回】

・ モデル事業の意思決定サポーターの研修費用として活用することを提案したい。意思決定サポーターを増やしていくことが地域福祉の担い
手づくりにもつながるため、検討をお願いしたい。【R4 第1回】

・ くらし応援資金の使い道については、できること、できないことを明確にしていただきたい。【R4 第1回】

人材の育成

活動団体の拡大

支援策の充実

＜３つの応援の視点＞

① とよた市民後見人の活躍に対する応援
地域住民による権利擁護支援の活動である「とよた市民後見人」が、継続的に活躍し続けるこ
とができるように、活動補助を行う。

③ 豊田市内の法人後見実施団体の自立運営に対する応援【新規】
地域住民や法人などが法人後見を実施するにあたり、自立的な運営ができるよう、必要となる
立上げ費用（３か年を目途）の補助を行う。

② とよた意思決定フォロワーの養成に対する応援【新規】
新たな地域での活躍の機会となる「とよた意思決定フォロワー」に多くの地域住民が参画でき
るように、フォロワーの養成を行う講座に必要な費用補助を行う。

④ 適切な本人・親族申立てに対する応援【新規】
地方自治法の規定により、行政では申立て費用の前払い助成ができないことから、適切な申立
てを実施することができる本人・親族に対して、必要な申立て費用の一時的な立て替えを行う。

＜「くらし応援資金」の活用策（案）＞ ※新規については、令和5年度より開始予定
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６ 懸案事項（新たな後 活動の担い 確保）について
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豊田市
社会福祉協議会豊 市成年後 制度利 促進計画中間 直し成果物のイメージ（案）

前期期間の総括

重点取組①

別添資料１

１ 豊田市成年後見制度利用促進計画について（令和２年３月策定）
計画期間 令和２年度から令和７年度まで
目指すまちの姿 安心して 自分らしく生きられる 支え合いのまち

 いつまでも意思が尊重され つながり・支え合う 権利擁護
支援の推進 

位置付け ・「成年後見制度の利用の促進に関する法律」の第14条に規定
される「当該市町村の区域における成年後見制度の利用の
促進に関する施策についての基本的な計画（市町村計画）」

・「豊田市地域福祉計画・地域福祉活動計画」と一体的に策定
具体的取組 【重点取組】新規又は拡充を行う取組。毎年度の取組指標を設定。

【基礎取組】既に実施している基本的な取組。毎年度実績を確認。
【懸案事項】体制強化に向けて検討を進める事項。

３ 計画の取組評価と見直しの方向性

２ 中間見直しの考え方
計画の取組評価を行った上で、国の動向、社会情勢の変化（コロナ禍、DX等）、

関係者の意見等を考慮して見直しを行う

４ 中間見直しの方針
「目指すまちの姿」・「取組の体系」は継続しつつ、「具体的取組やその内容」については見直しを行う。

重点取組 取組評価 見直しの方向性
支援者・専門職向け研修会の開催 計画通り 基礎取組に移行

センターにつなげるケース目安の作成 計画通り 基礎取組に移行
とよた市民後見人の育成・共働と寄付等を活用した市民の権利擁護
支援活動を支える仕組みづくり

一部実施 重点取組として継続

親族後見人・市民後見人向け専門職相談会の実施 計画通り 基礎取組に移行
送付先変更に係る手続き事務の簡素化 一部実施 重点取組として継続

豊田市版意思決定支援ポイント集の作成と普及 計画通り 重点取組として継続
身寄りのない市民等が安心して入所・入院できる環境整備 一部実施 重点取組として継続

第二期成年後見制度利用促進計画（令和４年３月閣議決定）
計画期間 令和４年度から令和８年度まで
ポイント ①「権利擁護支援」が、地域共生社会の実現に向けて、本人を中心

とした支援・活動における共通基盤として位置付けられた。
②市町村計画に「盛り込むことが望ましい内容」が示された。
③成年後見制度を含めた総合的な権利擁護支援策の充実という施策
が示された。

（旧名称 身寄りのない市民等が安心して入所・入院できる環境整備）
身寄りのない市民等が入所・入院を含め地域で安心して生活し続けられる環境整備

（担当課）福祉総合相談課

豊田市は ○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○
○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○
○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○。

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

取組
指標 実態調査 課題整理 対応策の

検討

身寄りのない市民への支援あり方部会
等による支援策の検討

※基礎取組（１４取組）は、一部の取組を重層的支援体制整備事業の取組と一体的に実施するなどとして継続する。
※懸案事項（４取組）は、「２ 中間見直しの考え方」に沿って、重点取組（２）、基礎取組（１）、懸案事項（１）に整理する。

第二期成年後見制度利用促進計画を踏まえた中間見直しへの反映
①本計画では「権利擁護支援」の考え方を既に取り入れているため、「目指すまちの姿」の見直しは不要。
②本計画では「盛り込むことが望ましい内容」を既に取り入れているため、「取組の体系」の見直しは不要。
③成年後見制度以外の権利擁護支援策として「豊田市地域生活意思決定支援事業」等の取組や
権利擁護支援の重要な要素である「意思決定支援」に関する取組を重点取組に追加。

今後当事者
にヒアリン
グ実施

豊田市地域生活意思決定支援事業の
実施

（旧名称 豊田市版意思決定支援ポイント集の作成と普及）
多職種と連携した意思決定支援の普及

（担当課）地域包括ケア企画課、福祉総合相談課

豊田市は ○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○
○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○
○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○。

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

取組
指標

ポイント集
の普及

市民啓発策
の検討

合同研修・
意見交換会 〃

各種ガイド
ライン等に
沿った研修
実施

〃 〃

豊田市地域生活意思決定支援事業の実施
（再掲）

重点取組②

関係者の意見
・成年後見制度が利用できない人や身寄り
のない人に対する新たな支援策が必要

市 支援者 豊田市専門職 専門職 センター 豊田市支援者

関係者の意見
・「意思決定支援を踏まえた後見事務のガイドライン（国）」
発出を受けて、ガイドラインに関する意思決定支援研修が必要

センター 市 



豊田市
社会福祉協議会

重点取組⑥重点取組⑤

（旧名称 消費生活センターとの連携策の検討）
消費生活センターとの連携策の構築

（担当課）福祉総合相談課、消費生活センター

豊田市は ○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○
○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○
○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○。

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

取組
指標

懸案事項 〃 〃

高齢者・障がい者虐待における専門的判断の仕組みづくり

（担当課）福祉総合相談課

豊田市は ○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○
○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○
○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○。

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

取組
指標

懸案事項 〃 〃

課題整理 実施方策の
検討 実施

重点取組④

（旧名称 送付先変更に係る手続き事務の簡素化）
送付先変更に係る手続き事務のスマート化

（担当部署）デジタル化推進本部

豊田市は ○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○
○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○
○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○。

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

取組
指標

課題整理 対応策の
検討 実施 全庁的な手続き対応の

あり方の中での検討・実施

懸案事項

懸案事項から移行

豊 市成年後 制度利 促進計画中間 直し成果物のイメージ（案）

新たな後見活動の担い手確保に向けた課題整理と対応策の検討

豊田市は ○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○
○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○。

（実 績）相談事例の情報共有
（R4予定）課題のヒアリングと共有

コロナ禍の給付金、ワクチン接種券
の送付先変更事務を対応

消費生活相談から福祉的支援
へのつなげ方の検討・実施（実 績）虐待研修の実施

（R4予定）虐待事例の現状把握

懸案事項から移行

とよた市民後見人の育成・共働と寄付等を活用した市民の権利擁護支援活動を支える
仕組みづくり

（担当課）福祉総合相談課

豊田市は ○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○
○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○
○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○。

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

取組
指標

運用開始・仕組みの充実
多様な主体への呼びかけ

見直し第3期
養成

第2期
養成

第4期
養成

第5期
養成

第6期
養成

くらし応援資金の充実と活用

別添資料１

市 支援者 専門職 センター 豊田市 豊田市

関係者の意見
・後見人だけでなく幅広く市民を対象と
した取組を検討してほしい

関係者の意見
・くらし応援資金の使い道の明確化が必要

支援者 専門職 豊田市センター センター 豊田市

重点取組③



講 座 時 間 科  目 講 座 時 間 開催方法 目的
事前 10分 開会 10分
説明会 90分 成年後見制度について 90分

20分 豊田市における市民後見人の養成・共働について 10分
15分 とよた市民後見人養成講座について 10分

60分
10分

90分

10分
10分

講 座 時 間 科  目

1日目 10分 開講式 【基礎講座】1,270分
30分 オリエンテーション     （本 本人の意思と利益の尊重、市 市民としての生活の実現、生 生活等への変化の気づき、後 後見人としての自覚、公 公正な支援)
30分 ①豊田市の市民後見活動の理念と後見センターの役割 講 座 時 間 科  目 開催方法 目的
30分 ②家庭裁判所の役割 1日目 10分 ー

90分 ③権利擁護と成年後見制度 30分
2日目 90分 ④本人の理解（認知症）

⑤高齢者支援 60分
※事例検討含む 90分 ③本人の理解（認知症） 市・生

3日目 90分 ⑥障がい者総合支援法と本人の理解（知的障がい） 2日目 90分 ④高齢者支援 ※事例検討含む 本・生
90分 ⑦本人の理解（精神障がい） 90分 市・生

４日目 120分 ⑧意思決定支援と在宅医療 3日目 90分 ⑥本人の理解（精神障がい） 市・生
60分 ⑨介護保険制度 90分 ⑦医療機関と公的医療保険制度 後・公

５日目 90分 ⑩医療機関と公的医療保険制度 4日目 120分 ⑧意思決定支援と在宅医療 本・後
90分 ⑪医療費助成、後期高齢者医療保険 60分 ⑨介護保険制度 市・生

6日目 90分 ⑫法律知識の基礎（民法） 5日目 90分 ⑩法律知識の基礎（民法） 後・公
90分 ⑬社会保障制度の概要(国民健康保険・国民年金) 90分 ⑪対人支援の方法

７日目 150分 ⑭市民後見人の実際 6日目 180分 ⑫市民による意思決定支援の活動の実際 会場（録画による補講あり）
30分 交流会 7日目 150分 ⑬本人を支える権利擁護支援の仕組み 後・公

8日目 60分 ⑮とよた市民後見人の実務１ 30分 修了式
 （各講座の振り返り）

120分 ⑯グループワーク・発表

 「後見人等の役割を考えよう①」 【実務講座】960分 （改善点）後見人としての実践に必要な内容を充実させるカリキュラムに見直した。

9日目 180分 ⑰グループワーク・発表(本･後) 講 座 時  間 科  目

 「後見人等の役割を考えよう②」 1日目 60分 実務講座の説明
10日目 90分 ⑱とよた市民後見人の実務２ ①豊田市役所 福祉部の話

 （後見人等としての心構え） 120分 ②グループワーク・発表（後・公）
90分 ⑲とよた市民後見人の実務３  「後見人等の役割を考えよう①」

（就任時の手続き、定期報告、報酬の仕組み） 2日目 180分 ③グループワーク・公表（本・後）
 「後見人等の役割を考えよう②」

3日目 180分 ④とよた市民後見人の実務1(後･公)
4日目 180分 ⑤とよた市民後見人の実務2(後･公)

講 座 時 間 科  目 5日目 60分 ⑥家庭裁判所の役割
1日目 180分 ①後見事務の実際Ⅰ 6日目 180分 ⑦とよた市民後見人の実務まとめ（後・公）

2日目 180分 ②後見事務の実際Ⅱ

会場
会場
会場
会場

【事前説明会】135分

【基礎講座】1,810分

【実務講座】360分

地域共生社会に向けた意思決定支援の推進 地域における権利擁護支援活動（仮） 

（改善点）幅広い層に関心を持ってもらえる内容を2部制で開催して、午前と午後で実施することで参加しやすくした。また、zoom参加を導入した。

（改善点）意思決定支援や身上保護に関する基礎知識を習得できるカリキュラムに見直した。基礎講座のみ参加も可能で、翌年の実務講座の受講ができる仕組みとし
た。

会場（録画による補講あり）

会場（録画による補講あり）

本・市

科  目
挨拶
地域共生社会に向けた意思決定支援の推進 在宅医療と意思決定支援（仮） 

【事前説明会】240分

90分

会場（録画による補講あり）

休憩
挨拶

豊田市における権利擁護の取り組みについて

事前説明会
（第1部）

事前説明会
（第2部）

会場＆zoom

会場＆zoom

医療

福祉

豊田市における権利擁護の取り組みについて
とよた市民後見人養成講座について

会場（録画による補講あり）

会場（録画による補講あり）

開催方法

会場

会場

会場（録画による補講あり）

会場

とよた市民後見人養成講座について

⑤障がい者総合支援法と本人の理解（知的障がい）

①豊田市の市民後見活動の理念

開講式
オリエンテーション

②権利擁護と成年後見制度

1年間

（猶予期間）

・意思決定フォロワー

・市民福祉大学

・地域の活動 等

参考資料１



豊 市成年後 制度利 促進計画に基づく事業実施について（令和2年度 令和4年度）

番号 分類 具体的な取組 実績 R2 R3 R4
9月末 主体(太字は主導） Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４

開催回数 後  援センター
福祉総合相談課

研修実施 → →

（回） 障がい福祉課
高齢福祉課

実施にむけた委託先等へ
のヒアリング及び周知協 → →

支援者
専門職

研修参加 → →

後  援センター
福祉総合相談課

計画わかりやすい版の作成
市 向け公開講座・出前
講座の継続実施

わかりやすい版を活用した
市 向け公開講座・出前
講座の継続実施

→

専門職
支援者

市 向け公開講座・出
前講座への参画 → →

市 市 向け公開講座・出
前講座への参加 → →

後  援センター
福祉総合相談課

支援者
関係機関調整・実施 → →

高齢福祉課 実施にむけた委託先等
への調整協 → →

＜令和４年度中間報告＞
豊 信  庫との「共働によるまちづくりパートナーシップ協定」の連携事業として、採 １、２年 の職員を対象に成年後 制度に関する研修を実施。
（４月８日、７月６日、７月１３日）

基礎
 融機関向け研修会の開催

（市分担課）高齢福祉課

開催回数
(回) 0

2 基礎 市 向け啓発の実施 開催回数
(回) 13

3

＜令和４年度中間報告＞
初任者対象の関係機関向け研修では、「つなげる 安」を活 し成年後 制度の基礎知識を に着けられるような 夫を った。
今後、現任者に向けて、実際に関わった 齢・障がい・医療の各部 の 援者に登壇してもらい、8050を 近なテーマとして捉えられる 夫を凝らした研修を う予定。
専 職交流会を開催し、「意思決定 援」をテーマに、豊 市地域 活意思決定 援事業の説明と事例を基に意 交換をした。

10

0

9

3

51 重点
支援者・専門職向け研修の開催

（市分担課）障がい福祉課、高齢福祉課
1

3

参考資料２

1 ページ



豊 市成年後 制度利 促進計画に基づく事業実施について（令和2年度 令和4年度）

番号 分類 具体的な取組 実績 R2 R3 R4
9月末 主体(太字は主導） Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４

参考資料２

後  援センター
支援者

福祉総合相談課
内容検討 目安の完成、活用開始 →

障がい福祉課
高齢福祉課

委託先等へ検討の協 要
請を うことの承諾 活用開始 →

専門職 内容への助言等 活用時の助言等 →

後  援センター
支援者

検討会の継続実施 → →

福祉総合相談課
専門職

検討会への参画 → →

高齢福祉課
障がい福祉課

委託先等が一次窓口とし
て機能するための協 → →

7 懸案
消費生活センターとの連携策の検討

（関係課）福祉総合相談課、消費生活センター
ー ー ー ー

福祉総合相談課
後  援センター
消費生活センター

現状及び課題整理 ４で作成した目安を基
にした内容の検討

消費生活センター用
つなげる目安活用開始

多機関合同事例検討会の実施 開催回数
(回) 3

790

＜令和４年度の中間報告＞
個別相談の情報共有を実施。今後、消費 活センターにおける課題のヒアリングを い、連携策の 向性を協議する。

→ →
基礎

総合相談窓口・地域包括支援センター・障がい者相談
支援事業所における相談対応

（市分担課）障がい福祉課、高齢福祉課

相談対応の継続実施

4 重点
成年後  援センターにつなげるケースの 安の作成

（市分担課）障がい福祉課、高齢福祉課
ー

6 対応回数
(回） 1098

福祉総合相談課
支援者

後  援センター

ー

5 基礎

＜令和４年度中間報告＞
 齢・障がい・医療分野の関係機関向けに、つなげる 安を いて、事例を基にした研修を っている。
来年度以降も継続して研修を実施予定。

ー ー

3 0

1173

2 ページ



豊 市成年後 制度利 促進計画に基づく事業実施について（令和2年度 令和4年度）

番号 分類 具体的な取組 実績 R2 R3 R4
9月末 主体(太字は主導） Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４

参考資料２

後  援センター 継続対応 → →

福祉総合相談課
支援者
専門職

対応の協 、助 等 → →

9 基礎  常 活   援事業・ 活困窮者   援事業
からの移 調整の実施

移 件数
（件） 8 10 4 後  援センター

支援者
移 調整の継続実施 → →

10 懸案 高齢者・障がい者虐待における専門的判断の仕組みづ
くり ー ー ー 福祉総合相談課

後  援センター
現状の対応継続 課題整理 対応策の検討

後  援センター 申  援の継続実施 → →

13 基礎 市 申 の実施と円滑な実施体制の整備 申 件数
(件） 15 14 12 福祉総合相談課

後  援センター
継続実施 → →

63 37

91 76

63
後  援センター

専門職
福祉総合相談課

受任調整会議の
継続実施 → →

センターによる申  援の実施 支援人数
(人） 96 市 

支援者
専門職

福祉総合相談課

実施への協 、助 等 → →

3148 18148 基礎 センターによる相談対応とケース会議の出席 対応回数
(回） 3137

11 基礎

＜令和４年度中間報告＞
 齢者虐待・障がい者虐待対応合同研修を８ １５ に実施。今後、 齢者・障がい者虐待ケースの現状把握を い、虐待対応の検証を っていく。

多職種による受任調整会議の実施 実施件数
(件)

12 基礎

3 ページ



豊 市成年後 制度利 促進計画に基づく事業実施について（令和2年度 令和4年度）

番号 分類 具体的な取組 実績 R2 R3 R4
9月末 主体(太字は主導） Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４

参考資料２

市 
支援者

講座及び仕組みへの参
画 → →

16 基礎 利  援事業の実施と必要に応じた 直し 実施件数
（件） 51 81 27 福祉総合相談課 継続実施 → →

後  援センター
福祉総合相談課

課題整理・解決 法の
洗い出し 対応策の検討・実施 →

（市分担課）
総務監査課、障がい福祉課、介護保険課

15 基礎

＜令和４年度中間報告＞
法 後 に関 のある社会福祉法 や 融機関にヒアリングを実施し、法 後  ち上げに必要な課題の洗い出しを う。

社会福祉法人等との連
携策に関するヒアリング

等への協 

検討への参画及び実施
における協 →

ー ー

センター法 後 ・ 常 活   援事業等の効果
的な実施体制の確 

受任件数
（件） 41

後  援センター
支援者

福祉総合相談課

45
(監督人含)

50
(監督人
含)

→

17 懸案

新たな後 活動の担い 確保に向けた課題整理と対
応策の検討

ー ー
総務監査課
障がい福祉課
介護保険課
専門職
支援者

14 重点 とよた市 後  の育成・共働と寄付等を活 した
市 の権利擁護 援活動を える仕組みづくり

講座の方向性と仕組み
の運 についての 直

しー ー

２期 養成及び権利
擁護支援活動を支える
仕組みの運用開始

３期生養成及び仕組
みの充実

ー ー

後  援センター
福祉総合相談課

専門職

継続実施 →

＜令和４年度中間報告＞
市 後  養成講座のカリキュラムの 直し案、くらし応援資 の活 案を作成した（詳細は別議題で協議）
１１ よりホームページを開設し市 後  の活動についての周知を図る予定。

4 ページ



豊 市成年後 制度利 促進計画に基づく事業実施について（令和2年度 令和4年度）

番号 分類 具体的な取組 実績 R2 R3 R4
9月末 主体(太字は主導） Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４

参考資料２

後  援センター
専門職

福祉総合相談課
本格開催 定期開催 →

市 
支援者

相談会の活用、参画 → →

送付先変更に係る 続き事務の簡素化 福祉総合相談課
後  援センター

課題整理 対応策
の検討 実施

（市分担課）
障がい福祉課、 齢福祉課、介護保険課、福祉医療
課

後  援センター 継続実施 → →

センターの活用、支援に
おける協 → →

20 基礎 成年後  援センターによる後  等からの相談対応
と支援の実施

障がい福祉課
高齢福祉課
介護保険課
福祉医療課

課題整理に関するヒアリ
ング等への協 

2231

＜令和４年度中間報告＞
相談会を継続実施中。親族後  や任意後 制度の利 を検討している市 からの相談に運 している。
市 後  からの相談はセンターの職員が対応しているが、法的な懸案がある場合については今後この相談を活 していく予定。
また、任意後 制度利 希望者の増加を 越して、専 職による任意後 相談会（出張相談含む）を検討中。

＜令和４年度中間報告＞
電 ・ガス・ 料品等価格 騰緊急 援給付 にかかる確認書の送付先変更事務を対応した。

19
課題を踏まえた対応策

の検討 実施・運用

支援人数
(人） 77

相談件数
(件)

13
（7月
 ）

ー ー重点 ー ー

専門職
支援者
市 

76 55

18 重点 親族後  ・市 後  向け専 職相談会の実施

5 ページ



豊 市成年後 制度利 促進計画に基づく事業実施について（令和2年度 令和4年度）

番号 分類 具体的な取組 実績 R2 R3 R4
9月末 主体(太字は主導） Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４

参考資料２

地域包括ケア企画課
支援者

ﾎﾟｲﾝﾄ集普及
市 啓発策の検討 合同研修・意 交換会 →

市 
専門職

エンディングノートの活用 → →

21 重点
豊田市版意思決定支援ポイント集の作成と普及

（市分担課）地域包括ケア企画課
ー ー

普及啓発や内容の充
実に向けた検討

出前講座等による啓発
活動

福祉総合相談課
後  援センター

市 
専門職

普及啓発における協 
検討への参画 研修等への参加 →

22 基礎 エンディングノートの活用による普及と内容の充実
（市分担課）地域包括ケア企画課

開催回数
(回） 4

地域包括ケア企画課
支援者

後  援センター

出前講座等による啓発
活動 →

＜令和４年度の中間報告＞
17名の利 者に対し、わたしのノート（スタート編）等を活 したモデル取組を実施中。
今後、協 事業所に対しヒアリング等を い、モデル取組の評価（まとめ）を実施予定。

ー ー

4 2

6 ページ



豊 市成年後 制度利 促進計画に基づく事業実施について（令和2年度 令和4年度）

番号 分類 具体的な取組 実績 R2 R3 R4
9月末 主体(太字は主導） Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４

参考資料２

24 基礎 本人等が地域で暮らすために必要な取組の充実 ー ー ー ー 全ての主体 各種計画に位置付けら
れた取組みの推進 → →

定住促進課 居住支援協議会の
 上げ 課題整理 対応策の検討

＜令和４年度中間報告＞
身寄りのない方の新たな支援策の取組として豊田市地域生活意思決定支援事業の検討を開始し、９月２６日に事業説明会を実施。
また、１０月２５日に「障害者・認知症高齢者等の意思決定支援事業に関する協定書」を（一社）日本意思決定支援ネットワーク、（公財）日本財団、豊田市の三者で締結した。

居住支援協議会への
参画及び協 → →

25 懸案
居住支援に関する取組との連携策の検討

（関係課）定住促進課
ー ー 福祉総合相談課

後  援センター
支援者
専門職

実態調査 課題整理

ー ー

ー

 寄りのない市 等が安 して 所・ 院できる環境
整備

（市分担課）地域包括ケア企画課、生活福祉課、
消防

ー ー

地域包括ケア企画課
福祉総合相談課
後  援センター

支援者
専門職

生活福祉課
消防(警防救急課)

実態調査の協 課題整理への協 対応策の検討への参画

対応策の検討

ー重点23

＜令和４年度の中間報告＞
「賃貸 の居住 援に対する理解が進んでいない」ことをテーマに部会を組織し、必要な情報の整理や情報伝達の仕組み等を協議している。
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令和４年度豊田市成年後見・法福連携推進協議会 第２回会議 意見書 

氏名              

○本日の会議で言い足りなかったことや、追加意見などがあれば、ご記入ください。 

１１月１７日（木）までにメールまたは FAXにてご提出ください

送付先 

豊田市 福祉総合相談課  

権利擁護支援担当 杉浦 

ＴＥＬ（０５６５）３４－６７９１ 

ＦＡＸ（０５６５）３３－２９４０ 

E-mail fukushi-sodan@city.toyota.aichi.jp 


